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平成 27年 3月 30日 

図書館友の会全国連絡会 

 

福 岡 市 回 答 に 対 す る 見 解 

    （「福岡市図書館への指定管理者制度の導入の見直し及び再検討を求める要

望書」福岡市教育長回答についての見解） 

 

 

 平成 27年 2月 3日付けで福岡市の高島市長と酒井教育長に送った「福岡市図書館への指

定管理者制度の導入の見直し及び再検討を求める要望書」（以下、「要望書」という）に対

し、2月 20日福岡市から「教育長が１本にまとめて回答する」という電話連絡が入り、教

育長からの回答（2月 20日付け、2月 23日着）があった。しかし、回答内容は教育委員会

の管轄範囲だけであって、市長が責任を持つ範囲のものは含んでなかった。また、他にも

確認が必要なこともあったので、「お礼とお尋ね」を 3月 30日付けで市長・教育長に連名

で送り、再度回答をもらうことにした。 

 正式な「見解」はそれを待って述べることになるが、時間も過ぎていく中、今時点で主

要と考える問題点 3点について「見解」を発表することにしたい。 

 

１．「要望書」の３つの柱の内、１つだけにしか回答がないこと 

 

 「要望書」は、「１．指定管理者制度は図書館になじまず弊害をもたらすこと ２．貴市

においては指定管理者制度導入の検討が十分に行われているとは見えず、市民の意見も取

り入れられていないように見えること ３．貴市の図書館サービスは政令市のなかでも最

低水準にあり、さらに低下させるものであること」の 3つの柱で要望した。 

 このうち教育長からの回答には、１．及び３．については言及がなかった。２．につい

てのみ回答を行ってきた。従って市長からの回答を待って評価することとする。 

  

２．指定管理者制度導入の意思決定がどのようになされたのか、あいまいなこと 

 

 回答では、冒頭部分で「公の施設の管理については指定管理者制度の活用を基本とする」

との市の基本的方針に基づき、「行政が担う業務」と「民間が活用できる業務」とに仕分け

したと述べている。この基本的方針に基づき、図書館の指定管理者制度導入が実質的に決

定されたものと読みとれるが、基本的方針を誰が何時決めたか、そもそも基本的方針とは

何を指しているのか書いていない。 

 また、回答では「図書館新ビジョン」に代わって、指定管理者制度導入の検討を行った

とある。ところが、それは、導入の是非について検討するものではなく、どの業務を指定
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管理にするかを仕分する検討作業のことを「指定管理者制度導入の検討」と言っているの

で、紛らわしい。 

 さらに、この仕分けの検討は、「図書館の設置及び望ましい基準」を踏まえ検討したもの

で、法令の趣旨から逸脱したものではない、と主張している。同基準の指定管理者につい

ての規定は、図書館の管理を指定管理者に行わせる場合もきちんとこの基準が確実に実施

されるように努める、としたものに過ぎない。指定管理者制度の導入の是非を検討すると

きに、言及すべき法律の第一は「地方自治法」である。また、総務省は指定管理者制度の

適正な運用を求める通知を出しているが、これへの言及もない。 

 図書館への指定管理者制度導入がどのような手続きや検討を経て決定されたのか、この

最も重要な点の「回答」を教育長が避けている以上、市長からの回答を待たざるをえない

状況にある。「公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるとき、条

例の定めるところにより、指定管理者に管理を行わせることができる」（地方自治法第 244

条の 4第 3項）」という法の規定が骨抜きにされたと見るしかない。 

 

３．指定管理者制度導入にあたり、指定管理者制度以外の方法との比較検討がきちんとな

されたのか、疑問であること 

 

 指定管理者を導入した図書館が共通してメリットとして強調するのは、経費削減と開館

日・時間の拡大である。これが可能なのは、直営の正規職員を低賃金の指定管理者の（非正

規）社員に置き換え、その人件費の落差をサービス拡大と経費削減の財源に充てるからであ

る。ところが、福岡市はこれまで図書館軽視の政策を続けた結果、図書館職員の中心は非常

勤職員と図書館業務を受託した民間会社のパート社員という低賃金労働者に、既になってい

る。それらを、指定管理会社のパート社員に替えても大きな差額は出ない。「人件費の増額

なしで実施するのは困難」ということは、サービス拡大分は経費増にならざるをえないし、

経費削減はないと主張しているのではないか。 

 指定管理料は、人件費、建物の維持管理経費などのほかに、受託会社本社の事務経費、

営業経費（指定管理者制度導入への働きかけや指定管理者受託のための経費）、株主への配

当金に充てるための利潤、さらに、それらの合計に８％の消費税分を加えた総計になる。 

 福岡市の場合、現行体制（即ち直営体制）の中で必要人員の増員を図った方が経費は安

くなるはずであると考える。勤務条件や要人員管理の変更は、教育長の管轄範囲を超える

と思われるが、市長の立場で現行職員の勤務条件を見直し、民間会社と比較すべきである。

図書館は無料なので指定管理料はすべて税金を使うのだから、経費削減のメリットが本当

に出るか、指定管理以外の方法との比較検討もきちんとなすべきである。比較資料があれ

ば送付していただきたいと依頼したが、このことについて「回答」は黙している。 

 図書館に指定管理者制度を導入するデメリット・問題点については、日本図書館協会の

見解「公立図書館の指定管理者制度について」（平成 22年 3月 1日）に述べられているが、
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福岡市の場合は経費削減というメリットも明確に説明されておらず、指定管理者制度を導

入すること自体が目的化しているのではないかと懸念している。 

以上 

 

 

             【連絡先】 図書館友の会全国連絡会 代表 福富洋一郎  

       事務局長  船橋佳子 

※（TEL 省略） 

※個人情報保護の観点より事務局の連絡先はホームページでは非公開とさせていただきま

す。お問い合せは図友連 HP http://totomoren.net/メールフォームよりお願いいたします。 

 

 

【参考】 「私たちの図書館宣言」 

http://totomoren.net/aboutus.html#sengen 

 

私たちは図書館のあるべき姿として、2009 年に「私たちの図書館宣言」を発表しまし

た。その前文で、「図書館は人類の叡智の宝庫です。読み、調べ、学び、交流し、必要な

情報が得られる教育機関として、私たちの自立と地域社会の発展になくてはならない施

設です。」 そして、第７項目では「教育委員会の責任で設置し、直接、管理運営される

図書館」と宣言しています。 
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